
赤穂市監査委員公表第２号 

 

監査の結果について 

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第５項の規定による監査を実施し

たので､同条第９項の規定により、その結果報告を公表する。 

 

令和６年３月２８日 

 

赤穂市監査委員 寺 田 榮 治 

同     前 川 弘 文 

 

 

記 

 

 

１ 監査の種類   令和５年度随時監査（工事監査） 

 

２ 監査の対象   水道課 

 

３ 監査の期間   令和５年１２月２７日から令和６年３月２７日まで 

 

４ 監査の範囲   御崎配水管改良工事 

 

５ 主な着眼点   事業の有効性、効率性、経済性、合規性等 

 

６ 監査の方法    本監査の実施にあたっては、工事技術に関する専門的知識を

必要とするため、公益社団法人大阪技術振興協会と委託契約を

締結し、同協会所属の技術士派遣のもと書類審査及び現地調査

を実施した。本工事における計画、設計、契約、施工状況等に

つき、技術士から提出を受けた報告書を踏まえ、検討を行った。 

 

７ 監査の結果   監査の結果、本工事はおおむね適正に執行されているものと

認められた。詳細については別紙のとおりであるが、指導及び

意見事項が見受けられた。今後の工事執行にあたっては、これ

らに十分留意し、改善されたい。 

 

○写
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１ 工事技術調査対象工事名称 

御崎配水管改良工事 

 

２ 調査実施日 

  令和６年２月７日（水） 

 

３ 調査場所 

  赤穂市役所４階４０３会議室及び当該工事現場 

 

４ 監査立会者 

 ⑴ 監査委員事務局 

監査委員（代表監査委員）     寺田 榮治 

監査委員（議員選出）       前川 弘文 

 監査委員事務局長            田中 志保 

監査委員事務局長代理       古川 浩 

監査委員事務局          松井 阿規子 

 

 ⑵ 工事所管課（工事担当） 

 上下水道部技術担当部長      山田 裕之（講評時のみ） 

 上下水道部水道課長        沼田 幸治 

 上下水道部水道課管路担当係長   久保 直也 

 上下水道部水道課給水係長     金谷 和志 

 

５ 技術調査業務（報告書共）実施技術士 

公益社団法人大阪技術振興協会  川村 幸男 技術士（建設部門） 

〒５５０－０００４ 

大阪市西区靱本町１丁目８番４号 大阪科学技術センタービル５０４号室 

電話：０６－６４４４－４７９８ 

 

６ 対象工事の目的 

  本工事は、赤穂市水道ビジョンに基づき、昭和４１年に布設され５７年が経過している

本水道管の更新工事を行い、当該地区への安定した給水を確保するため実施するものであ

る。 
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７ 工事概要 

⑴ 工事場所   赤穂市 御崎地内 

⑵ 工事概要   水道施設工事・管工事：施工延長 Ｌ＝ ２４２ｍ 

管工事（ＤＩＰ－ＧＸφ２５０） Ｌ＝ ２３６ｍ 

管工事（ＤＩＰ－ＧＸφ２００） Ｌ＝   ３ｍ 

管工事（ＤＩＰ－ＧＸφ１００） Ｌ＝   ３ｍ 

空気弁             Ｎ＝   １基 

雑工 給水分岐            Ｎ＝  ３箇所 

舗装復旧工           Ａ＝ ９８７㎡ 

充填工             Ｌ＝ ７０５ｍ 

⑶ 設計委託業者 日本技術サービス株式会社（詳細設計） 

⑷ 工事請負業者 有限会社 大平工業所 

⑸ 工事監理   直営 

⑹ 事業費    設計金額 ６８，３３２，０００円 (税込) 

契約金額 ６２，１９２，４２１円 (税込) 

請負率  ９１．０１％ 

⑺ 入札方式   一般競争入札 

⑻ 公示日    令和５年１０月２４日 

⑼ 入札年月日  令和５年１１月１０日 

⑽ 契約年月日  令和５年１１月２０日 

⑾ 財源内訳   市費１００％  

⑿ 工事期間   令和５年１１月２１日 ～ 令和６年３月１５日 

⒀ 工事進捗   状況計画２５．０％ 実施２５．０％ （令和６年１月３１日時点） 

⒁ 保証体系   契約保証：東京海上日動火災保険株式会社 

⒂ 配置技術者  現場代理人 矢野 順三 

主任技術者 矢野 順三（１級管工事施工管理技士） 

⒃ 工事監督員  総括監督員 沼田 幸治 

主任監督員 金谷 和志 

監督員   久保 直也、城内 大志 
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８ 総評 

本工事における計画、設計、積算、契約、施工管理、品質管理、安全管理及び施工監理

等の各段階における技術的実施状況について調査した。書類調査及び現場調査の結果、指

導、意見等はあるが、全般的に良好な調査結果であった。詳細は後述を参照されたい。 

 

９ 書類調査における所見 

⑴ 事業目的・計画等 

本工事は、「赤穂市水道ビジョン」に基づき、御崎地区における御崎配水池の施設更新

に併せて、経年劣化した配水管の耐震化改良工事を５カ年計画として３工区に分けて実施

するものであり、今年度が最終となっている。本工事対象の配水管は、昭和４１年に布設

されてから、５７年が経過し経年劣化が進んでいることから、当該地区への安定給水を確

保するために実施するものであり、事業の目的・計画は妥当である。 

※全体事業費:約３．１４億円 期間:令和元年～令和５年度 ５カ年計画  

⑵ 設計に関する書類 

ア 設計基準・設計図書等 

本工事の設計委託業者は、日本技術サービス株式会社である。詳細設計「平成３０年

度御崎地区配水管布設替詳細設計業務委託」の設計期間は、平成３０年４月２７日から

平成３１年３月２８日であり、設計成果品は、担当課にて検収していることを確認した。 

設計における主な適用基準は、水道施設の設計に必要となる「水道施設指針・解説」

「水道維持管理指針・解説」等の日本水道協会や「鉄筋コンクリート構造計算基準、同

解説」等の日本建築学会、兵庫県土木部、国土交通省、土木学会等の関係図書であり適

切であることを確認した。 

イ 設計照査 

設計成果品について、既設の御崎配水池を廃止して別途の場所に配水池を新設するに

あたり、更新する配水管には既設配水池と新設配水池の両方で配水能力に問題ない口径

を選定することや、既設路線での複数の配水管の集約化、施工時の給水の安定性等を詳

細に検討し、既設の配水管口径φ３００から更新はφ２５０へ口径変更し、経済的かつ

安全性を確保した設計であることを確認した。 

ウ コスト縮減の取組 

コスト縮減の取組として、赤穂市土木課が行う道路改良工事と併せて配水管改良工事

を行うことで、５カ年計画区間内での舗装本復旧経費を削減している。また、設計書で

材料仕様に再生砕石、再生アスファルト合材を指定している。 

⑶ 特記仕様書 

特記仕様書は共通仕様書を補足すると共に、本工事固有の技術的要求事項を定めておく

べきものである。本工事の特記仕様書では、工事に伴う建設副産物対策や建設リサイクル

法、及び建設廃棄物処理についての施工条件、また、交通誘導員の資格等についても詳細

に示し、施工計画書のチェックポイントシートを活用し、工事が適切に実施されることを

確認している。 

⑷ 工期設定 

本工事の工期は、令和５年１１月２０日から令和６年３月１５日である。工期設定は、
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各工種を兵庫県土木工事標準積算基準書の作業日当たりの作業量により、工事日数の積み

上げを行うとともに、前年度までの工事実績を踏まえた算定日数の妥当性を確認している。

また、本工事の配水管布設完了に併せて、新配水池へ切替えることから、別途発注工事の

加圧所等の水道施設工事との調整を図り、工期末の設定を行っている。調査時点では工期

延期の予定は無い。 

⑸ 積算関係 

積算は、「兵庫県積算共同利用システム」（兵庫県まちづくり技術センター）を利用して

実施している。積算基準は、兵庫県土木部「土木工事標準積算基準書 令和３年版」、厚

生労働省「令和５年度水道施設整備費に係る歩掛表」に基づいている。見積りによるもの

は３者見積りの平均値により決定している。設計書は、設計書書類審査確認チェックシー

トを活用し、多重体制で検算や書類の照査を行っていることを確認した。 

⑹ 入札・契約に関する書類 

ア 入札関係 

本工事は、条件付き一般競争入札として工事発注されており、入札参加者は６業者

（失格５者）である（工事請負率：９１．０１％）。予定価格は事後公表されている。

入札方法、入札結果、及び経過について特に問題となる点は見受けられなかった。建設

業法第２０条第４項に規定されている必要な見積期間（１５日間）は、確保されている。 

イ 契約書類関係 

契約書類関係は、赤穂市契約規程及び中央建設業審議会公共工事標準請負契約約款

（以下、契約約款と記す。）に基づき作成されている。工事請負契約書（収入印紙確認）、

履行保証関係、現場代理人、管理技術者届、工事カルテ受領書、建設業退職金共済費納

入、施工体制台帳、現場技術業務員通知書等、市監督員の配置については工事請負業者

へ通知していること、を確認した。以下、気が付いた点を記す。 

建設業の持続的な発展に必要な人材の確保、法定福利費を適正に負担する業者による

公平で健全な競争環境の構築を目的とした法定福利費は契約段階においても確保されて

いることが重要であり、工事請負業者からの請負代金内訳書における法定福利費の確認

ができなかった。工事契約後は、請負代金内訳書、及び下請け契約書での法定福利費の

計上について確認するよう注意されたい。【指導】 

ウ 履行保証等 

契約保証については、東京海上日動火災保険株式会社による保証が行われている。 

契約保証は、赤穂市財務規則第１０７条に従い適切に処理していることを確認した

（契約金額の１００分の１０以上）。前払いはされていない。 

エ 工事保険等 

工事請負業者は、賠償責任保険や労災保険に加入しており、市監督員は、これらの保

険証券の写しを入手していることを確認した。 

⑺ 施工管理に関する書類 

ア 諸官庁届出書類等 

関係諸官庁への届出書類として、特定建設作業実施届出書、道路工事届出書、道路使

用許可申請書、道路占用許可書、風致地区内行為許可証等は、適切に届出されているこ

とを確認した。工事内容を記した説明資料を作成し、地元自治会や地域住民に周知して
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いる。 

イ 施工計画書 

施工計画書作成の目的は、「自主施工の原則」に基づき、工事請負業者が設計図書・

仕様書等に定められた工事目的物を完成するために必要な手順や工法及び施工中の管理

をどのように行うか等を定めるものであり、工事の施工及び施工管理の最も基本となる

ものである。 

施工計画書は、兵庫県土木部土木工事共通仕様書（以下、共通仕様書と記す。）、特記

仕様書等に基づいて作成されており、適切な時期に市監督員に提出していることを確認

した。以下、施工計画書について気が付いた点を記す。 

７．施工方法において、共通仕様書（１５－２－３－５不断水連絡工）では、不断水

連絡工について施工計画書の作成、市監督員の事前承諾を求めているが、計画内容の記

載がなかった、修正するよう請負工事業者に指導されたい。【指導】 

施工計画書に頁の記載がなかった。施工計画書は施工の基本となる重要な書類である

ため、項目漏れや抜け等の無いように頁を記載することを推奨する。【意見】 

１１．安全管理において、交通誘導員及び保安施設等の配置計画図を記載されたい。

【意見】 

ウ 工程管理 

市監督員は、全体工程表、週間工程表、日々の出来高報告書、現場巡視等により工事

の進捗状況を適切に確認している。調査時点では、配水管布設は約３５％の工事進捗で

あった。 

エ 品質管理 

共通仕様書（管体製作１５－２－２－２）に基づき、配水管材料品質証明書やその他

使用材料承諾書に関する書類は適正に提出されている、また、ダクタイル鋳鉄菅接手工

は施工計画書に示す各種継手チックシートで適切に品質管理していることを確認した。 

オ 出来形管理 

出来形については、施工計画書に示す出来高管理表に示す測定基準にて管理している。

配水管布設が完了した区間では、管布設、掘削埋戻し、仮復旧について出来高管理して

いることを、工事写真により確認した。 

カ 写真管理 

工事写真は、施工計画書における写真管理基準にて管理しており、市監督員も立会時

には写真に入るようにし、写真管理を適切に行っていることを確認した。 

キ 環境管理 

再生資源利用計画書、再生資源利用促進計画書、建設廃棄物処理委託契約書、建設リ

サイクル法に関する書類（通知書）等について確認した。 

工事中の環境対策として、設計書で排ガス対策型建設機械の指定を行い、工事に伴う

ＣＯ２排出の抑制を図ることとし、施工時も建設機械、工事車両等不使用時は、エンジ

ンを停止し、アインドリングストップを実施していることを確認した。 

残土等の廃棄物処理は、舗装切断に伴う濁水処理を含め、適切にリサイクル処理施設

に搬入し、マニフェストも追跡管理していることを確認した。 

ク 交通管理 
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交通管理の実施状況、交通誘導員、保安施設等の配置については、現場調査、工事写

真により適切に実施している。現場は、交通量の比較的多い場所であるが、有資格者の

交通誘導員により交通処理が行われていた。 

また、産業廃棄物や土砂の処理における運搬経路図等については施工計画書で確認し

た。本工事は、これまで無事故・無災害である。以下、気が付いた点を記す。 

交通誘導員については、工事状況に応じた人数変更は、最後に精算するとのことであ

り、工程管理において適宜に警備日報での確認をすることで、最終実働人数と齟齬が生

じないよう注意されたい。【意見】 

⑻ 設計変更 

調査時点では、掘削埋戻し等の数量変更等の設計変更を予定している。設計変更を行う

場合は、工事請負契約に係る赤穂市設計変更ガイドラインに基づき適正に処理するとのこ

と。 

⑼ 施工監理・監督 

発注者及び工事請負業者の施工監理・監督状況を確認した。市監督員は、日々の出来高

報告や、また、別途に施工監理委託を、設計委託業者の日本技術サービス株式会社に行い

現場技術業務員を常駐させることで工事の品質確保につとめており、市監督員も適宜に補

助監督員からの報告を受けていることを確認した。以下、気が付いた点を記す。 

共通仕様書（ダクタイル鋳鉄管布設工１５－２－４－１）に基づき、工事着手に先立つ

配管技能者の経歴書等の書類及び市監督員による継手作業の承諾を行っているかどうか確

認できなかった。配管は、承諾を得た配管技能者による接手作業とすることから、必要と

なる手続きを速やかに行われたい。【指導】 

⑽ その他技術的事項について 

ア 創意工夫・地域貢献 

（ア） 創意工夫 

設計検討段階にコスト縮減の取組みに努めることで創意工夫を図っている。 

（イ） 地域貢献 

工事に伴う特段の地域貢献の取組みは実施していない。以下、気が付いた点を記

す。 

沿道との調整が多々必要となる配水管布設工事であり、今後も同様な工事が続く

ため工事請負業者による、次のような取組みの実施を推奨する。【意見】 

（実施参考例）現場周辺の清掃活動の実施、工事状況や工事予定の適宜の表示によ

る周辺地域への情報提供等の実施等 
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１０ 現地調査における所見 

⑴ 工事施工状況 

本工事は、計画工程どおり配水管布設を施工しているところであり、調査時点では、給

水分岐工の工事中であり、工事上の大きなトラブル等はないとのこと。 

工事に関する掲示物（建設業の許可票、労災保険関係成立票、建設業退職金共済加入票

緊急時連絡表、道路使用許可証等）は、工事関係者の見やすい位置に設置されている。 

以下、気が付いた点を記す。 

現場に掲示されている建設業の許可票については、有資格者「主任技術者」の表示、資

格者証交付番号、専任の有無（専任）が記載されていない。下図に示す様式に修正された

い（建設業法施行規則第２５条、規則別記様式第２９号より）。 

その他、建設業法及び関係法令等により掲示が義務付けられている、施工体系図、再下

請負通知書を元請負人に提出すべき旨の掲示、作業主任者一覧表、再生資源利用（促進）

計画書についても速やかに掲示されたい。 

主任技術者は、建設工事の施工にあたり、請け負った建設工事全体の統括的施工管理と

いう役割があることから、工事請負業者に指導徹底されたい。【指導】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 安全管理状況 

日常の安全管理状況については、工事請負業者は、施工計画書に基づき安全活動（工事

途中の安全パトロール、安全教育等）に取り組んでいることを書類、写真等で確認した。

以下、気が付いた点を記す。 

リスクアセスメントは、労働安全衛生法により努力義務化されている（平成１８年４月

１日以降）。施工計画書では、安全管理として工事種別安全対策についてまとめられてい

るが、リスクアセスメントの取組みとして、毎朝のＫＹ活動ともリンクさせ、日々の作業

内容についての注意点などを現場に掲示するなどの工夫を図り、作業場全体での情報共有

の徹底を図ることで、安全管理の質向上に努められたい。【意見】 

参考：「職場のあんぜんサイト」厚生労働省 

⑶ 出来栄え 

現場調査時点において、配水管布設が３５％程完了したところであり、道路掘削面が仮

復旧された状況でおおむね良好な出来栄えであり、調査時点では問題となる点は見受けら

れない。 

  

  

現場掲示 建設業の許可票 建設業の許可票 様式例 



 8

１１ 現地状況写真 調査時撮影（令和６年２月７日） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

       

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

  

   工事標識等の掲示物 

配水管布設完了区間 令和５年度御崎地区配水改良工事  

 本工事対象範囲（赤字区間） 

配水管布設完了区間 給水管分岐工 作業状況 

配水管布設 最終地点 


